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Abstract 

In this study, community intervention for physical activity promotion among older adults using disaster 

management. Specifically, we sent leaflets to promote physical activity and disaster, we taught exercise for 

disaster mitigation, physical test in emergency training events.  In the future, we invite residents to participate 

in these activities with town staff. 

 

 

 Ⅰ．緒言 

 高齢者において，介護予防や健康寿命の延伸に

は，身体活動の確保が重要である．わが国では，

2013 年に策定された「健康づくりのための身体

活動指針（アクティブガイド）」において，「＋

10（プラステン）」をキーワードに，1 日の身体

活動を今より 10 分増やすことを推奨し，身体活

動の促進を目指している 1)．しかし，従来の健康

づくりや介護予防として，身体活動の促進を図る

場合，運動に関心がない者などアプローチできな

い高齢者がおり，身体活動の促進に繋がる社会的

な対策が必要である． 

そこで，運動・スポーツに無関心の者に身体

活動の促進をアプローチする方法が検討されてお

り，その１つにゲートウェイ戦略が挙げられる．

原田ら 2)は身体活動・運動への興味を高める方法

として，趣味や余暇活動にゲートウェイの可能性

がないかを検討した．結果，「車・ドライブ・バ

イク」や「音楽・カラオケ」「スポーツ観戦」な

どの趣味・余暇活動への興味が，身体活動・運動

への興味に関するゲートウェイになり得ることを

示唆している．一方，実際にゲートウェイ理論を

活用して，社会的な対策に繋がるような集団戦略

を介入的研究で検証することは，ほとんど行われ

ていない． 

そこで，本研究では高齢者の身体活動の促進

に向けた新たなゲートウェイについて，災害時に

生き抜くための体力（以下，減災体力）を養うと
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いう観点で研究を進めることとした．わが国では，

地震や台風などによる土砂災害など自然災害が多

く，国民の関心も高い．また，災害時，限られた

時間で安全な場所へ避難することが命を守る上で

最優先であり，減災体力は被害を最小限に抑える

上では重要な要素であり，減災体力をテーマとし

た研究は意義があると考えられる． 

以上の諸点を踏まえて，減災体力をゲートウ

ェイとした身体活動促進の集団戦略の有効性につ

いて，2020 年度より 3 か年計画の介入的研究を

計画した．本稿では，本研究の概要及び主な取り

組みについて報告する． 

 

 Ⅱ．取り組み内容 

1．研究概要 

本研究の対象は，静岡県 O 町在住で要介護認

定を受けていない 65 歳から 84 歳までとした．

その中から，介入群を S 地区の全ての該当者

603 名とし，対照群を S 地区以外の地区から無

作為抽出した 603 名とした．なお，対照群の抽

出者数は，S 地区と同じ人数とし，性別および前

期・後期高齢者別の割合を S 地区の割合と揃え

て抽出した． 

2．ベースライン調査 

 本研究では，身体活動状況や防災・減災に関す

る意識などを把握するため 2021 年 9 月にベース

ライン調査を郵送法で実施した．調査内容は，基

本属性，身体活動量を IPAQ ショートバージョン
3）の改変，運動行動変容ステージ 4）の改変およ

び防災・減災の意識に関する項目である． 

本調査は介入群 333 名（47.3％），対象群 370 名

（52.7％）の計 703 名（58.3％）からの回答があった．

さらに，本研究の同意の得られた介入群 322 名，対照

群 358 名を分析対象者とした．本研究の基本属性では，

居住状況のみ有意な差が認められた（p< 0.05）．さら

に，防災や減災に関する項目では，「自宅周辺で自然

災害が発生した際の「避難場所」を知っています

か？」，「避難所に行くとしたらどのように避難します

か？」，「自然災害に備えて、「備蓄」をしていますか。」

の項目で有意差が認められた．身体活動に関する項目

では，定期的な運動実施状況及び散歩・ウォーキング

の頻度に関する項目で有意差が認められた． 

表 1：基本属性 

  

 

表 2：防災・減災に関する項目 

   

表 3 身体活動に関する項目 

 

 

n % n % P value

性別

男性 159 49.5 175 49.3

女性 162 50.5 180 50.7

年齢

平均値＋SD 0.866

学歴

高校まで 272 84.7 306 85.7

それ以外 49 15.3 51 14.3

仕事

あり 117 36.4 147 41.2

なし 204 63.6 210 58.8

居住状況

1人暮らし 65 20.2 44 12.3

同居者あり 257 79.8 313 87.7

健康状態

良い 269 84.3 308 85.5

良くない 50 15.7 48 13.5

介入群（n= 322) 対照群(n= 358)

0.951

0.720

0.207

73.2±5.3 73.1±5.3

0.420

0.005

防災・減災に関する項目

n % n %

「防災」とは何か知っていますか？

知っている 295 93.1 328 92.9

知らない 22 6.9 25 7.1

「減災」とは何か知っていますか？

知っている 201 63.4 217 62.0

知らない 116 36.6 133 38.0

自宅周辺で自然災害が発生した際の「避難場所」を知っていますか？

知っている 294 91.9 337 95.7

知らない 26 8.1 15 4.3

避難所に行くとしたらどのように避難しますか？

1人で避難 126 39.7 103 29.2

家族と避難 176 55.6 237 67.1

隣人と避難 4 1.3 7 2.0

避難できない 11 3.5 6 1.7

自宅周辺で自然災害発生時に「避難できる自信」はありますか？

自信がある 265 83.9 303 85.4

自信がない 51 16.1 52 14.6

自然災害に備えて、「備蓄」をしていますか。

はい 244 78.7 236 69.6

いいえ 66 21.3 103 30.4

自然災害発生時に避難するためや避難所で過ごすために「体力」が必要だと思いますか？

必要だと思う 312 97.8 346 97.7

必要だと思わない 7 2.2 8 2.3

0.008

0.954

介入群（n= 322) 対照群(n= 358)

0.943

0.037

0.708

P value

0.008

0.593

n % n % P value

なるべく生活の中で、体を動かすように意識していますか

意識している 278 87.7 301 86.0

意識していない 39 12.3 49 14.0

定期的な運動実施状況

定期的な運動をしている 187 59.9 169 49.6

定期的な運動をしていない 125 40.1 172 50.4

散歩・ウォーキング（日／週）

平均値＋SD 0.001< p

筋力トレーニング（日／週）

平均値＋SD 0.154

介入群（n= 322) 対照群(n= 358)

0.518

0.008

3.1±2.5 2.4±2.5

1.7±2.3 1.5±2.3
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3．介入群へのこれまでの主な取り組み 

1）減災体力向上に関する内容を組み込んだチラ

シの全戸配布 

 Kamada. et al.5）は集団全体をターゲットに

する場合，複合的なアプローチ（コミュニティ

ー・ワイド・キャンペーンなど）が有効であると

報告している．さらに，Kubota. et al.6）にお

いて，身体活動促進に関するチラシの全戸配布を

行うことで，チラシなどの認知度が高まり，情報

提供の方法として効果があることを報告している． 

 そこで本研究では，減災体力という言葉を地域

住民に根付かせるとともに，減災体力の向上を図

るための運動を促すことを意図して，全戸配布で

チラシの配布を行った．チラシは，毎月 1 枚，

防災や減災体力向上に関する内容を組み込んで作

成した（写真 1～2）．内容は，地震や火災，水害，

噴火などが起きる前にするべき準備や確認事項と

して，O 町または静岡県が発信している情報を

参考に取り入れた．加えて，減災体力の向上を図

るために，O 町の避難経路をウォーキングコー

スとして，チラシ内に盛り込んだ．さらに， 

写真１：身体活動促進チラシ（表面） 

避難の際に必要と思われる下半身の筋力向上につ

ながるトレーニングを掲載している． 

写真 2：身体活動促進チラシ（裏面） 

 

2）減災体力向上教室の実施 

 減災体力の向上を目的とした教室を介入地区に

月 1 回のペースで開催している．教室では，作

成したチラシに記載されている筋力トレーニング

内容を行うほか，防災・減災に関する知識の共有

を講義形式で実施した．本教室は，2021 年 10 月

から開催しており，12 月 15 日現在で 1 回実施し

た．今後，2022 年 8 月まで継続して開催する予

定である． 

3）地域防災訓練での普及活動 

2021 年 12 月 5 日に介入地区で行われた「地域

防災訓練」において，体力測定などのブースを設

け，本研究の普及活動を行った（写真 3．具体的

には，握力や 10 回椅子立ち上がりテスト，開眼

片脚立位時間の 3 種目を行い，災害が起きた時

でも逃げられる体力があるかどうかを確認した．
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本研究は高齢者を対象とした研究ではあるが，子

どもの参加も多く盛会あった． 

 

 

写真 3 「地域防災訓練」時の体力測定 

 

 Ⅲ．今後の展望 

現在実施している活動において，教室への参

加者数の増加を図るための呼びかけを行うととも

に，身体活動を促進する取り組みを，地区住民，

O 町役場，研究者らで，連携協働して進めてい

く予定である．次年度（2022 年度）に追跡調査

を行い，これらの集団戦略の有用性について検討

する． 

 

 Ⅳ．最後に 

本研究は JSPS 科研費 JP20K11517 の助成を

受けて実施した．また，東海大学倫理審査委員会

承認（20180）のもと研究を実施している． 

 

文献 

１）厚生労働省（2013）健康づくりのため 

の身体活動指針（アクティブガイド）．http 

://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000

02 xpl e-att/2r9852000002xpr1.pdf． 

２）原田和弘・片山祐実・中村好男（2010）

運動無関心者の心理的準備性の変化と趣

味・余暇活動との関連．スポーツ産業学研

究，20(2): 199-209. 

３）村瀬訓生・勝村俊仁・上田千穂子（2002）

身体活動量の国際標準化-IPAQ 日本語版の

信頼性妥当性の評価．厚生の指標，48(11)：

1-9． 

４）岡浩一郎（2000）行動変容のトランスセ

オレティカル・モデルに基づく運動アドヒ

レンス研究の動向．体育学研究，45：543-

561． 

５） Kamada M., Kitayuguchi J., Abe T., 

Taguri M., Inoue S., Ishikawa Y., Harada 

K., Lee IM., Bauman A., Miyachi M.

（ 2015 ） Community-wide promotion of 

physical activity in middle-aged and older 

Japanese: a 3-year evaluation of a cluster 

randomized trial. Int J Behav Nutr Phys 

Act, 12:82． 

６ ） Kubota A., Matsushita M., Arao T., 

Merom D., Cerin E., Sugiyama T. (2020) A 

community-wide walking promotion using 

maps and events for Japanese older 

adults. J Aging Health, 32(7–8):735–743. 

 

 


